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研究要旨 

医療従事者を対象とした AYA 支援の体制づくりのための研修プログラムを開発するこ

とを目的とし、すでに支援体制の構築に取り組み始めている先駆的な施設を対象に、パ

イロット研修プログラムを実施した。その結果、研修プログラムを通して、支援体制の

ための課題および必要な取り組みがより具体化、発展することが明らかとなった。本研

究の成果をもとに、次年度は、支援体制の準備を始める前の段階にある施設を対象とし

た研修プログラムを開発することとする。 

 

研究目的 

AYA 支援体制の整備が求められているが、
新しい取り組みであるがゆえに、現状十分
な支援体制が構築されている施設は少な
い。また、新規で支援体制の構築を検討し
ている施設にとっても、どのように取り組
むのが効果的か不明であるため、困難な課
題となっている。そこで、本研究では、医
療従事者を対象とした AYA 支援の体制づく
りのための研修プログラムを開発すること
を目的とする。 

Ａ．研究目的 

 AYA 支援体制の整備が求められているが、

新しい取り組みであるがゆえに、現状十分な

支援体制が構築されている施設は少ない。ま

た、新規で支援体制の構築を検討している施

設にとっても、どのように取り組むのが効果

的か不明であるため、困難な課題となってい

る。そこで、本研究では、医療従事者を対象

とした AYA 支援の体制づくりのための研修

プログラムを開発することを目的とする。 

 

Ｂ．研究方法 

初年度である本年度は、先駆的に AYA 支援 

 

体制の構築に取り組んでいる施設を対象に、

パイロット研修プログラムを実施し、その効

果および今後の課題を明らかにした。 

平成 30 年 6 月に、施設を対象としたパイロ

ット研修を実施した。研修前に、各施設にお

けるAYA支援体制構築のための課題および、

短期的・長期的な目標について記入する課題

を課した。研修では、AYA 支援のために必要

な、妊孕性温存、ピアサポート、就労支援等

の課題に関する講義をとともに、支援体制構

築のための課題や解決策について他施設の

医療者とディスカッションを行うグループ

ワークを行なった。研修後、講義およびグル

ープワークの内容を受け、各施設での短期

的・長期的な目標を見直すこと、実際に施設

内で必要な取り組みを実行に移すことを課

題とした。半年後に、再度調査を実施し、各

施設の支援体制の整備状況を尋ねるととも

に、支援体制構築のための課題および、短期

的・長期的な目標について記入を課した。 
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Ｃ．研究結果 

AYA 支援体制構築に際しては、①AYA 支援

チームの立ち上げ、②AYA がん患者の捕捉、

③AYA チームの院内周知、④AYA 支援に関

する普及啓発、⑤スクリーニング方法の整備、

⑥ネットワーク（生殖医療、教育連携、患者

会等）の整備、⑦病棟・病床等の環境整備、

などが課題としてあげられることが明らか

となった。半年後の調査からは、研修プログ

ラムを行うことにより、教育プログラムで扱

ったテーマについてはより課題が明確化、具

体化することが明らかとなった。また、他施

設の課題や取り組みについて情報交換する

ことにより、研修前と比較して、新たな目標

や、より発展的な目標が設定される施設も複

数見られた。 

 

Ｄ．考察 

研修プログラムを実施することにより、支援

体制の構築に向けて、自施設の課題や必要な

取り組みが具体化することが明らかとなっ

た。また、他施設の取り組みを知ることによ

り、新しい目標が設定され、実際の行動にも

反映されることが明らかとなった。本年度は、

パイロットとして、すでに何らかの取り組み

を始めている先駆的な施設を対象に研修を

行なった。今後支援体制の準備に取り組む前

の段階の施設を対象に研修を行う際には、先

駆的な施設が具体的にどのような課題を抱

え、どのように解決していったのか、という

ことを情報共有することで、各施設における

取り組みを促進することができると考えら

れる。 

 

Ｅ．結論 

 本年度の成果から、講義だけでなく実際の

施設の取り組みについての情報が有用であ

ることが明らかとなったため、次年度以降の

研修においては、その点を考慮しながらプロ

グラムの作成、改善を行っていく予定である。 

 

Ｆ．健康危険情報  

該当なし 

 

Ｇ．研究発表  

該当なし 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況  

該当なし 


